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株式会社 構造ソフト 

 今月のイチオシ 
 

 

拡張情報                           Q&A（適判等からの指摘事例） 

「BUILD.耐診 RCⅠ&Ⅱ/2017年基準」（Ver.8.00、7.50）・・・P1      「BUILD.一貫Ⅴ」 Q&A ・・・P6 

 
 

◆「BUILD.耐診 RCⅠ&Ⅱ/2017年基準」（Ver.8.00、7.50） 

・「BUILD.耐診 RCⅠ&Ⅱ/2017年基準」が一般財団法人日本建築防災協会の評価を取得しました。 

ホームページでご案内しておりますように、「2017 年版 既存鉄筋コンクリート造建築物の耐震診断基準･同解説」に対応する耐震診断プログラム、

「BUILD.耐診 RCⅠ&Ⅱ/2017年基準」が日本建築防災協会の評価を取得しました。今回は、評価取得に伴い追加した機能を紹介します。 

 

・開口の高さによる低減率 r3の計算方法を追加しました。 

開口の高さによる低減率 r3は開口上下の境界梁の破壊が先行しないことが運用の前提とされていますが、スパンが短い場合などで境界梁が局所

的にせん断破壊をする恐れがある場合もあります。 

境界梁が局所的にせん断破壊をする恐れがある場合は、学会 RC規準（2018）19条(19.11)式を用いて開口高さ比による低減率 r3 を計

算し、境界梁が局所的なせん断破壊をする恐れがない場合は、学会 RC規準（2018）19条(解 19.36)のαを考慮して開口高さ比による低減

率 r3 を計算するようにしました。 

 

 

開口上下の境界梁が局所的にせん断破壊をする恐れがあるかどうかは、壁ごとに入力指定します。 
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対話入力での入力方法は、次の通りです。 

［開口付き耐震壁のせん断終局強度］を［RC規準(2018年)による］方法に変更（以下の１.～３.）してから、［開口高さの計算方法］

の［開口上下の境界梁］で［境界梁の破壊が先行しない］を必要に応じて［境界梁の破壊が先行する］に変更します（以下の４.～５.）。 

１. 対話入力画面を起動します。 

２. ツールバーの をクリックすると、計算条件の設定画面が表示されます。 

３. ［終局強度計算条件］タブの［開口付き耐震壁のせん断終局強度］の選択肢を［RC規準(2018年)による］に変更して下さい。 

 

[終局強度計算条件] タブを選択します。 

クリックすると計算条件の 

設定画面が表示されます。 

計算方法を変更します。 

 

 

４. ナビゲータツリーの［建物データ］－［部材データ］－［耐震壁(壁モデル)］－［開口高さの計算方法(RC基準(2017年))］をダブ

ルクリックすると、耐震壁の部材プロパティ画面が表示されます。 

５. ［開口高さの計算方法］の［開口上下の境界梁］で［境界梁の破壊が先行しない］の選択肢を必要に応じて変更して下さい。 

 

ダブルクリックすると耐震壁の 

プロパティ画面が表示されます。 

変更します。 
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一括入力での入力方法は、［QRC3］（ＲＣ造耐震壁の終局強度に関する指定）の６項目で‘２’を指定してから、［QRC5］（開口高

さの計算方法）の６項目で必要に応じて‘１’を指定します。 

 

QRC3  *  *  *  *  *  2 

QRC5  X1  Y1:Y2  RF  *  *  1 

 

 

［QRC3］（ＲＣ造耐震壁の終局強度に関する指定）の６項目（開口付耐震壁のせん断終局強度） 

‘１’：診断基準による開口低減率 

‘２’：ＲＣ規準(2018年)による開口低減率 

 

［QRC5］（開口高さの計算方法）の６項目（開口上下の境界梁） 

‘１’：境界梁の破壊が先行する 

‘２’：境界梁の破壊が先行しない 
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計算書の「耐震壁の構造諸元（せん断終局強度）」に、計算にした r3（開口高さ比による低減率）を出力します。 

 

 

計算した値を出力しています。 
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・F=0.8の時の割線剛性を用いて計算した「偏心率，剛性バランス」を計算書に出力するようにしました。 

偏心率・剛重比は、診断基準に記載されている A法および B法に対応しています。A法は診断基準（旧版）の考え方にもとづく方法、B法は

建築基準法施行令（Fes）の考え方にもとづく方法で、いずれも部材の割線剛性を使用することが原則となっています。 

 

今回、計算書に出力する項目として「偏心率，剛性バランス（F=0.8の時の割線剛性）」を追加しました。 

 

F=0.8の時の割線剛性で計算した 

結果を表示しています。 
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◆「BUILD.一貫Ⅴ」 Q&A（適判等からの指摘事例） 

タイトル：最下階の柱脚及び最上階の柱頭の柱耐力を低減して保有水平耐力を計算するように指摘された 

Ｑ．確認検査機関より、Ｓ造の計算ル－ト３の物件に関して、「2018年版冷間成形角形鋼管設計・施工マニュアル」P50 に準じた保有水平耐

力計算で、最下階の柱脚および最上階の柱頭の柱の全塑性耐力に低減率を乗じて塑性ヒンジの耐力とし、保有水平耐力を求める必要があり

ませんか？と指摘を受けました。どのように対処すればよいでしょうか？ 

 

A．柱耐力を低減して保有水平耐力を再確認するのは、部分崩壊形になった場合です。全体崩壊形の場合は、柱耐力を低減しての保有水平耐

力の確認は不要です。 

「BUILD.一貫Ⅴ」では、計算書の「冷間成形角形鋼管（BCR,BCP)の崩壊形判定確認表」で崩壊形を出力しており、“梁・パネル崩壊型”と

いう出力が全体崩壊形を意味し、“柱崩壊型”という出力となった場合が、部分崩壊形を意味します。 

崩壊形が“梁・パネル崩壊型”の場合は、全体崩壊形なので柱耐力を低減しての再計算は不要です。よって、柱耐力を低減しての再計算は行

いません。（崩壊形が“梁・パネル崩壊型”の場合に、強制的に柱耐力を低減して再計算を行う設定もありません。） 

崩壊形が“柱崩壊型”となった場合は、その加力ケースに対して、柱耐力を低減しての再計算を自動で行っています。この時の計算書は、柱耐力

を低減しない通常の保有水平耐力計算の出力の後ろに、柱耐力を低減しての再計算結果を出力していますので、こちらを確認して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 弊社ホームページの Q&A では、この他にも、適判定等からの指摘事例の Q&A を 180件以上、通常の Q&A を 3420件以上掲載していま

すので、ご活用下さい。なお、Q&A の閲覧にはサポート会員登録が必要です。 

http://www.kozosoft.co.jp/support/qa.html
http://www.kozosoft.co.jp/support/toiawase.html

